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要 旨 

 

 13 年度の実質 GDP は、アベノミクスと消費税率引き上げ前の駆け込み需要をとりこみ 2％超を確保する

見込みだ。住宅市場では、駆け込み需要の反動と建設コストの上昇が、住宅着工、新築マンション販売

の抑制要因となってきている。2014 年の地価公示は、景況感の改善と投資資金の流入から上昇地点が

顕著に増加した。 

 東京オフィス市場は、拡張移転の動きが継続して空室率は低下基調、賃料水準については、一部では上

昇も見られ、特に A クラスビル1の平均賃料は、2 四半期連続で上昇し本格回復に向かっている。東京都

区部のマンション賃料は緩やかな上昇基調にあるが、足元は横ばいとなっている。訪日外国人客数は、

1-3 月の各月で前年同月を大幅に上回り好調、ホテルは昨年と同レベルの高い客室稼働率を維持してい

る。大型物流施設市場は、1-3 月の新規供給が過去最高であったが需要が強く、空室率は低位で推移し

ている。 

 2014 年第１四半期の東証 REIT 指数（配当除き）は、概ね 1,400 ポイント台後半での推移となり、市場の騰

落率は昨年末比▲3.3％となったものの、東証株価指数（▲7.6％）や不動産セクター（▲18.9％）と比べる

と小幅な下落にとどまった。不動産売買市場では、価格上昇を背景に企業による売却、私募ファンド間等

の短期的な売買事例などが見られた。価格上昇と取引物件の払底が懸念されるものの、物件取得の勢

いは衰えなかった。 

東京都心 A クラスビルと都心 3 区大規模ビルの賃料推移 

 

                                                  
1 A クラスビル：三幸エステートが、エリアや延床面積、基準階床面積、築年数、設備に関するガイドラインを満たすビルについて、個別ビル

単位の立地･建物特性を重視して選出したビル。東京都心部（都心 5 区主要オフィス街および周辺区オフィス集積地域）に所在する「延床

面積 10,000 坪以上」「基準階面積 300 坪以上」「築年数 15 年以内」のビルで、現時点で約 150 が対象。 

都心 3 区大規模ビル：千代田区、港区、中央区に所在する「基準階貸室面積 200 坪以上」のビル。同様に三幸エステートによる。 
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1. 経済動向と住宅市場 

2014 年 3 月の日銀短観では、業況判断指数（ＤＩ）が非製造業で 24 となり、91 年以来の高水準

となった。しかしながら先行きに関しては、消費増税前の駆け込み需要の反動を懸念して厳しい見方

が示された（図表-１）。ニッセイ基礎研究所は、3 月 10 日に 2013 年度から 2015 年度の経済見通し

の改定を行った。実質 GDP 成長率は 2013 年度 2.3％、2014 年度 0.5％、2015 年度 1.1％を予想して

いる（図表-２）2。2013 年度中は高成長を持続するものの、その後は消費税率の引き上げに伴う駆け

込み需要の反動減や実質所得の減少により成長率は鈍化すると見ている。 

 

 

図表－1 日銀短観（3 月調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図表－2 実質 GDP 成長率の動きと予測 
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2 斎藤太郎『2014・2015 年度経済見通し～13 年 10-12 月期 GDP２次速報後改定』ニッセイ基礎研究所、Weekly エコノミスト･レター、2014

年 3 月 10 日  
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住宅市場は、消費税引上げによる駆け込み需要の反動が現れてきている。2014 年 3 月の新設住宅着

工戸数は、前年同月比▲2.9％となり 19 ヶ月ぶりにマイナスに転じた（図表-3）。内訳では持家・分譲

住宅は 2 ヶ月連続の減少であるのに対し、貸家は 13 ヶ月連続の増加であった。また、2 月および 3 月

の首都圏マンション新規発売戸数は、各月とも前年同月比で減少となった（図表-4）。 

建築工事費が右肩上がりに上昇する中（図表-5）、それが価格に影響する新築マンションから中古

マンションに関心を移すユーザーも少なくない。中古マンションの取引は増加傾向となっており、東

日本不動産流通機構（レインズ）がまとめた 2014 年第 1 四半期の首都圏中古マンションの成約件数は

9,993 件（前年同期比 3.4％増）で、10 期連続で前年同期比を上回った（図表-6）。また、東京証券取

引所が発表している東証住宅価格指数（首都圏の中古マンション）は、各都道府県で 2012 年に底打ち

し、首都圏平均は 13 年 9 月以降上昇トレンドで推移し回復基調にある（図表-7）。 

 

図表－3 新設住宅着工戸数（全国） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図表－4 首都圏 分譲マンション新規発売戸数 
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図表－5 建設工事原価指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－6 首都圏中古マンション成約件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－7 中古マンション価格指数の推移 
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2. 地価動向 

3 月 18 日に公表された地価公示では、全国全用途が▲0.6％と引き続き下落したものの下落率は縮小

し上昇地点が顕著に増加した。三大都市圏では住宅地、商業地ともに 2008 年以来のプラスに転じ（図

表-8、9）、51.3％の地点が上昇した。しかしながら、地方圏では 76.1％の地点で下落しており、全国

の上昇地点割合は、住宅地、商業地とも 2007 年および 2008 年の水準には達していない（図表 10、11）。

東京圏で上昇率が高かった商業地は、新規開発エリアの川崎駅、武蔵小杉駅周辺、高額消費が好調で

あった銀座などであった。住宅地については、東京都中央区勝どき、佃、月島などでオリンピック効

果による湾岸エリアの地価上昇が顕在化した。  

野村不動産アーバンネットによると、2014 年 4 月 1 日時点の首都圏住宅地価格の変動率は、前期比

0.1％（年間 1.6％）の上昇となった。地域別の年間変動率は、東京都区部 3.9％、東京都下 2.8％、神

奈川 2.1％、埼玉 1.2％、千葉▲2.1％となった（図表-12）。商業地価は、首都圏で前期比 0.4％（年間

3.7％）の上昇となった（図表-13）。 
 
 

図表－8 住宅地 都市圏別の公示地価推移 （前年比）   図表－9 商業地 都市圏別の公示地価推移 （前年比） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表－10 住宅地 公示地価上昇地点割合の推移      図表－11 商業地 公示地価上昇地点割合の推移 
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3. 不動産サブセクターの動向 

① オフィス 

東京のオフィス市場は、拡張移転の動きが継続して空室率は低下基調となっている。東京 23 区では

2014 年第 1 四半期は各規模別ですべて空室率が低下した（図表-14）。これまで空室を埋めるため賃料が

抑制されてきた面が強かったが、まだら模様ながら賃料上昇が見え始めている。三幸エステートとニッ

セイ基礎研究所が共同で開発した成約賃料データに基づくオフィスレント・インデックス3によると、「東

京都心部・A クラスビル」の賃料は、29,482 円/坪、前期比 6.1％と 2 四半期連続で上昇している。ただ

し、それより標準的なグループといえる「都心 3 区・大規模」では需給バランスの改善は進んでいるも

のの、その動きは A クラスに比べ緩やかなペースにとどまっていて賃料回復が遅れている（図表-15）。

都心 3 区の規模別賃料指数は、2014 年第 1 四半期は「大型」で 13.4％上昇し、その他は前四半期から

わずかに低下したが、過去 1 年で見れば下げ止まりから上昇へ移行しつつある（図表-16）。また、三鬼

商事によれば東京ビジネス地区4では新築ビルの賃料上昇が著しいことが分かる（図表-17）。BCP 対応

等にも配慮した質の高い新築ビルへの需要が新規賃料の上昇を支えながら、市場は本格回復に向かうと

みられる。賃貸市況の改善は地方主要都市でも生じており、札幌を除く主要都市で空室率の改善が見ら

れた（図表-18）。 

図表－14 東京 23 区オフィスビル規模別空室率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
3 三幸エステート株式会社『オフィスレント・インデックス』  
4 東京ビジネス地区は都心 5 区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）。三鬼商事による。 

http://www.websanko.com/officeinfo/rentIndex/
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図表－15 東京都心Ａクラスビルと都心３区大規模ビルの賃料推移 

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

00
Q

1

01
Q

1

02
Q

1

03
Q

1

04
Q

1

05
Q

1

06
Q

1

07
Q

1

08
Q

1

09
Q

1

10
Q

1

11
Q

1

12
Q

1

13
Q

1

14
Q

1

東京都心部Aクラスビル 東京都心3区大規模ビル

（円/月坪）

（出所）三幸エステート･ニッセイ基礎研究所  
 

図表－16 東京都心 3 区オフィスビル規模別賃料指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－17 東京ビジネス地区オフィスビル賃料の推移 （新築・既存） 
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仙台市 10.6％

大阪市 10.1％

名古屋市 9.6％

札幌市 9.2％
福岡市 8.9％

東京23区 6.4％

都心5区 6.0％

図表－18 主要都市のオフィスビル空室率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 賃貸マンション 

2014 年 1-3 月の IPD・リクルート住宅指数による東京都区部のマンション賃料は、2013 年に入り

各タイプで緩やかに上昇を続けていたが、2014 年第 1 四半期はほぼ横ばいで推移した。       

（図表-19）。前月までは緩やかな回復局面にあったが、賃料上昇に歯止めがかかった形となっている。

また、東京都心部の高級賃貸マンションについては、2014 年第 1 四半期は空室率が上昇したものの、

賃料は上昇基調になってきている（図表-20）。 

 

図表－19 東京都区部のタイプ別マンション賃料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－20 高級賃貸マンションの賃料と空室率 
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③ 商業施設・ホテル・物流施設 

商業販売統計によると、2014 年 3 月の小売業販売額は前年同月比 8.6％（速報）で、11 ケ月連続で

増加した。業態別では、百貨店（既存店）が特出しており前年比 25.3％、スーパー（既存店）が 11.1％、

コンビニエンスストア（既存店）が 2.8％の増加となり消費税引上げを控えた需要の高まりが顕著に見

られた（図表-21）。2013 年 11 月から百貨店はプラスで推移していたが、2014 年 1 月までマイナスだ

ったスーパー、コンビニエンスストアもプラスに転じた。駆け込み需要の反動が予想される 4 月以降

の数値が着目される。 

図表－21 百貨店･スーパー･コンビニエンスストアの売上高（既存店、前年比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪日外国人客数は、12 年以降増加基調が続き 13 年は年間 1,000 万人を超える記録となった。14 年

に入ってからも増加基調が続いており、1～3 月は前年同期比+27.5％であった。特に 3 月は 105.1 万

人となり、3 月としてこれまで最高だった 13 年の 85.7 万人を大幅に上回っただけでなく、単月として

も過去最高を記録した（図表 22）。13 年に引き続き円安、LLC の普及、東南アジアでのビザ緩和効果

が好調を支えるとともに、1～3 月は中国の春節休暇、桜シーズン向け訪日旅行プロモーションによる

後押しもあった。これを受け全国のホテルでは 2013 年と同水準の高い稼動を達成しており（図表 23）、

ホテルセクターは好調を維持している。2011 年を底に宿泊業の建設着工は回復基調となってきており

（図表 24）、投資対象としてもホテルセクターへの注目は高まっている。 

図表－22 訪日外客数の推移 
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図表－23 全国ホテルの平均稼働率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表－24 宿泊業の建設着工推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シービーアールイー（CBRE）によると、首都圏の大型マルチテナント型物流施設の 2014 年第 1 四

半期空室率は前期から 0.5％上昇し 4.5％、近畿圏は前期に引き続き 0％となった（図表-25）。首都圏

では 2014 年第１四半期に 5 物件が新規に稼動したが、四半期では過去最高の新規需要 9.6 万坪により

空室率の上昇は 0.5％に収まった。物流倉庫設専門の不動産調査会社である一五不動産情報サービスに

よると、2014 年 1 月の東京圏の募集賃料は 3,990 円/坪で前期比▲0.3％のほぼ横ばいとなった。 

 

図表-25 大型マルチテナント型物流施設の空室率 
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4.  J -REIT（不動産投信）･不動産投資市場 

2014 年第１四半期の東証 REIT 指数（配当除き）は、概ね 1,400 ポイント台後半の狭いレンジで推移

した。市場の騰落率は前年末比▲3.3％となったものの、東証株価指数（▲7.6％）や不動産セクター（▲

18.9％）と比べて下落率は小幅にとどまる。セクター別ではオフィスが▲5.2％、住宅が▲2.6％、商業・

物流等が▲0.5％であった（図表-26）。3月末時点の時価総額は 7.6 兆円、分配金利回りは 3.8％（対 10

年国債スプレッド 3.2％）、NAV 倍率は 1.3 倍となった。 

J-REIT による第 1 四半期の物件取得額（引渡しベース）は 4,323 億円となった。過去最高を記録し

た昨年第１四半期との対比では大幅減となったものの、2007 年当時に匹敵する高い水準を維持している

（図表-27）。2/7 にヒューリックリート投資法人が 21 物件・1,014 億円、4/24 に 45 社目となる日本リ

ート投資法人が 20 物件・704 億円で上場し、運用プレイヤーとアセットタイプの裾野が着実に広がって

いる。また、市場全体の予想分配金は前年比 5％程度の緩やかな上昇基調を維持しており、これまでの

ところ、既存ポートフォリオを上回る利回りでの物件取得が分配金の維持・向上に寄与している（図表

-28）。 

図表－26 東証 REIT 指数（配当除き）の推移(2013 年 12 月末＝100) 
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図表－27 J-REIT による物件取得額（四半期毎） 
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図表－28 新規取得物件と既存ポートの利回りスプレッド 

（セクター別、６ケ月平均） 
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不動産投資市場は、2014 年第 1 四半期も引き続き活発に取引が行われた（図表-29）。期中に公表され

た取引を見ると、企業による物件売却は継続しており住友不動産による「ソニー4・5 号館」などが確認

された。私募ファンドによる物件売却も引き続き多く、その中には比較的短期間の保有で物件売却する

事例などもあった。3 月に運用開始となった私募 REIT（東急不動産系、ケネディクス系）やそのスポン

サー会社による取得なども散見され、私募不動産投資市場では既存ファンド保有物件の売却とともに新

規ファンドによる取得も行われている。 

日経不動産マーケット情報によれば、取引件数は前年同期とほぼ同水準であった。同社による都心 5

区オフィスビル取引の平均推定 NOI 利回りは 2013 年平均 4.5％から 14 年第 1 四半期は 4.3％に低下し

た。価格上昇と取引物件の払底が懸念されるものの、当該四半期は年度末ということもあり物件取得の

勢いが衰えなかった。 
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図表－29 2014 年第 1 四半期に公表された主な売買取引 

（J-REIT 単独での取得を除く） 

取引時期
大型
取引

取引概要

13.11 ・野村不動産が、八王子市の土地1.6万㎡を協和電機化学から取得。ﾏﾙﾁﾃﾅﾝﾄ型物流施設を開発計画。

13.11 ・徳山工業社の関連会社が、大阪市淀川区の「ｻﾞ･ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾞｭｰｵｵｻｶ(延床1.1万㎡)」を(米)ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝから取得。

13.11 ・呉竹荘が、港区芝の「ｽﾏｲﾙﾎﾃﾙ浜松町(延床0.2万㎡)」をｾｷｭｱｰﾄﾞ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのSPCから取得。

13.11 ・徳山工業社の関連会社が、大阪市浪速区の「ﾌﾞﾙｸﾞﾘﾝｺｰﾄ難波ﾀﾜｰ(延床0.4万㎡)」をｱｰﾙﾃｨｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄから取得。

13.11 ・ｱｲﾘｽHDが、大阪市中央区の「長堀中央ﾋﾞﾙ(延床0.6万㎡)」をAIｷｬﾋﾟﾀﾙのSPCから取得。

13.11 ・東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのSPCが、市川市原木の「ﾚｯﾄﾞｳｯﾄﾞ市川原木-1(延床3.2万㎡)｣をﾚｯﾄﾞｳｯﾄﾞのSPCから約96億円で取得。

13.11 ・日本ｵｰﾌﾟﾝｴﾝﾄﾞ不動産投資法人が、新大阪駅前の「新大阪ﾌﾛﾝﾄﾋﾞﾙ(延床0.9万㎡)」を三菱地所のSPCから取得。

13.12 ・金枡ﾋﾞｰｸﾙが、千葉市中央区の「千葉ﾎﾟｰﾄｽｸｴｱ(延床14.7万㎡)」を(米)ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ関連のSPCから取得。

13.12 ・BCWｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ特定目的会社が、「ｲｰﾎﾃﾙ東新宿(延床0.5万㎡)」をｳｴｽﾄﾓﾝﾄ・ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ･ｸﾞﾙｰﾌﾟのSPCから取得。

13.12 ・高鍋産業が、大阪市北区の「ﾌﾟﾚｼﾞｵ福島(延床0.2万㎡)｣をﾄｰｾｲの私募ﾌｧﾝﾄﾞから取得。

13.12 ・船井本社が、大阪市西区の「京町堀ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ(延床0.4万㎡)」をｹﾈﾃﾞｨｸｽのSPCから取得。

13.12 ・合同会社かえでｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄが、新宿区の「新宿ｲｰｽﾄｽｸｴｱﾋﾞﾙ(延床0.5万㎡)」をRW1特定目的会社から取得。

13.12 ・東急不動産が、港区南青山の「ﾗｲｶﾋﾞﾙ(延床0.2万㎡)」をｾｷｭｱｰﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのSPCから取得。

13.12 ・(仏)Kering Tokyo Investmentが、渋谷区神宮前の「ﾍﾞﾈﾄﾝﾒｶﾞｽﾄｱ表参道(延床0.3万㎡)」をﾍﾞﾈﾄﾝｼﾞｬﾊﾟﾝから取得。

13.12 ・合同会社RB-4が、渋谷区渋谷の「IPSE渋谷(延床0.6万㎡)」をいちごｸﾞﾙｰﾌﾟHDのSPCから取得。

13.12 ･日本GEのSPCが、中央区八丁堀の「秀和第二桜橋ﾋﾞﾙ」の区分所有権(専有床面積0.3万㎡)をﾗｻｰﾙ不動産投資顧問から取得。

13.12 ・(米)ﾌｫｰﾄﾚｽIMのSPCが、品川区西五反田の「東興ﾎﾃﾙ(延床0.7万㎡)」を（有）ｱﾘｴｽ・ｸﾚｼﾞｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄから取得。

13.12 ・(米)ｱﾝｼﾞｪﾛ･ｺﾞｰﾄﾞﾝが、京都市下京区の「京都恒和ﾋﾞﾙ(延床1.2万㎡)｣を太陽ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ等から取得。

13.12 ＊ ・東急不動産のSPCが、渋谷区広尾の「恵比寿ﾌﾟﾗｲﾑｽｸｴｱ(延床6.9万㎡)｣をAIG系のｼﾞｪﾐﾆ・ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨ（有）から約350億円で取得。

13.12 ＊ ・福岡ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ石油が、福岡市博多区の「gate's(延床3.8万㎡)」をｽﾃﾋﾞｱ･ﾘｱﾙﾃｨ合同会社(AIG設立のSPC)から110億円で取得。

13.12 ＊ ・ｵﾘｴﾝﾀﾙﾗﾝﾄﾞが、浦安市舞浜の「東京ﾍﾞｲNKﾎｰﾙ跡地(2.3㎡)」等を第一生命保険から93.2億円で取得。

13.12 ・森ﾄﾗｽﾄが、港区三田の「明治安田生命三田ﾋﾞﾙ(延床1万㎡)」を明治安田生命保険から取得。

13.12 ＊ ・日本生命保険と大林組が、JR浜松町駅西口再開発事業B街区(0.8万㎡)を国際興業から800億円で取得。複合ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ建設計画。

14.1 ・(英)ｸﾞﾛﾌﾞﾅｰが、港区南麻布5丁目の「ｵﾊﾟｽ有栖川ﾃﾗｽ&ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ(延床2.6万㎡)｣の区分所有権をｸﾞﾛﾌﾞﾅｰのSPCから取得。

14.1 ・清水建設が、港区南青山の土地0.2万㎡を(米)ｻｰﾍﾞﾗｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ傘下の昭和地所から取得。東京都民銀行新本店ﾋﾞﾙを建設後、同行に売却予定。

14.1 ＊ ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｵﾚﾝｼﾞｸﾞﾛｰﾌﾞｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが、ﾗｳﾝﾄﾞﾜﾝの保有施設(全国17箇所、約17万㎡)を232.7億円で一括取得。

14.1 ＊ ・東京建物が、新宿区信濃町の「東京電力病院(延床1.6万㎡)」を東京電力から100億円で取得。開発を計画中。

14.1 ・日本GEが、豊島区東池袋の「東池袋Qﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ(延床0.4万㎡)」を合同会社ﾑｻｼｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄから取得。

14.1 ・日本GE関連のSPCが、渋谷区広尾の「東京建物広尾ﾋﾞﾙ(延床0.5万㎡)」を東京建物から取得。

14.2 ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ・ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞが、神戸市西区の土地2.1万㎡を神戸市から取得。延床3.7㎡のGLP神戸西を建設。

14.2 ・ｹﾈﾃﾞｨｸｽのSPCが、台東区入谷の「ﾐﾃｯﾂｧ入谷(延床0.2万㎡)｣を合同会社ｳﾞｪｽﾀから取得。

14.2 ・ｹﾈﾃﾞｨｸｽのSPCが、福岡市中央区の「ﾃﾞｨｰｳｨﾝｸﾞ・ﾊｰﾊﾞｰﾋﾞｭｰﾀﾜｰ(延床1.7万㎡)」を合同会社ﾎﾟｰﾄ･ﾌｫｰﾜｰﾄﾞから取得。

14.2 ・ｻﾞｲﾏｯｸｽが、福岡市博多区の「三井住友海上福岡ﾋﾞﾙ(延床0.7万㎡)｣を三井住友海上保険から取得。自社ﾋﾞﾙとして利用予定。

14.2 ・東急ﾘﾊﾞﾌﾞﾙが、国家公務員共済組合連合会(KKR)実施の競争入札で全国13ヶ所の土地を4億円で一括落札。習志野市(0.5万㎡)等

14.2 ・野村不動産が、柏市の土地3.6万㎡を沼南中央土地区画整理組合から取得。ﾏﾙﾁﾃﾅﾝﾄ型物流施設を開発計画。

14.3 ・(韓)LGｸﾞﾙｰﾌﾟが、中央区京橋の「京橋ﾄﾗｽﾄﾀﾜｰ(延床5.2万㎡)」の4ﾌﾛｱ(専有床0.6万㎡)を森ﾄﾗｽﾄから取得。

14.3 ・SMBCﾍﾙｽｹｱﾎﾙﾀﾞｰ合同会社が、練馬区谷原の「ｱｽﾞﾊｲﾑ光が丘(延床0.4万㎡)」をｱｽﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞから取得。

14.3 ＊ ・ｱｸｻ生命保険のSPCが、中野区の「中のｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸｲｰｽﾄ棟(延床4万㎡)」を東京建物・ﾋｭｰﾘｯｸ等のSPCから推定380億円で取得。

14.3 ＊ ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾜﾝ投資法人が、墨田区の「ｱﾙｶｾﾝﾄﾗﾙ(延床5万㎡)」の一部(専有床面積1.5万㎡)をｴｰﾄｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙのSPCから約150億円で取得。

14.3 ・ｹﾈﾃﾞｨｸｽが、浦安市の「MONA新浦安(専有床1.9万㎡)｣を三井不動産投資顧問のSPCから取得。

14.3 ・ｹﾈﾃﾞｨｸｽが、渋谷区代官山町の「代官山ｱﾄﾞﾚｽ･ﾃﾞｨｾ(専有床0.8万㎡)｣を平和不動産から取得。

14.3 ・ｹﾈﾃﾞｨｸｽが、港区虎ノ門の「神谷町ﾌﾟﾗｲﾑﾌﾟﾚｲｽ(延床1.6万㎡)」の持分50%をAIGが組成したSPCから取得。

14.3 ＊ ･ｹﾈﾃﾞｨｸｽ等のSPCが、新宿区西新宿の「新宿ｻﾝｴｰﾋﾞﾙ(延床3万㎡)」の共有持分59%を130億円で小田急電鉄から取得。

14.3 ＊ ・ｹﾈﾃﾞｨｸｽのSPCが、江東区東雲の「KDX豊洲ｸﾞﾗﾝﾄﾞｽｸｴｱ(延床6.3万㎡)」の共有持分65%をｶｰﾗｲﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟと韓国国民年金公団のSPCから約225億円で買い戻し。

14.3 ＊ ・合同会社ﾀﾞﾌﾞﾙｵｰｽﾘｰが、京都市右京区の「ｲｵﾝﾓｰﾙ京都五条(延床8.7万㎡)」を島津製作所などから135億円で取得。

14.3 ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙREITのｸﾘｻｽ・ﾘﾃｰﾙ・ﾄﾗｽﾄのSPCが、大田区大森北の「Luz大森(延床1.3万㎡)」を丸紅のSPCから34.5億円で取得。

14.3 ＊ ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙREITのｸﾘｻｽ・ﾘﾃｰﾙ・ﾄﾗｽﾄのSPCが、立川市の「NIS WAVE.I(延床1万㎡)｣を合同会社ｳｪｰﾌﾞから108億円で取得。

14.3 ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのﾊﾟｰｸｳｪｲ･ﾗｲﾌ･ﾘｰﾄが、大阪府阪南市の「ｻﾝﾋﾙ都(延床0.4万㎡)」を都ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞから8億円で取得。

14.3 ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのﾊﾟｰｸｳｪｲ･ﾗｲﾌ･ﾘｰﾄが、大阪府阪南市の「ﾒｿﾞﾝ･ﾃﾞ･ｻﾝﾄﾈｰﾙ阪南(延床0.4万㎡)」を都ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞから16億円で取得。

14.3 ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのﾊﾟｰｸｳｪｲ･ﾗｲﾌ･ﾘｰﾄが、堺市の「ﾒｿﾞﾝ･ﾃﾞ･ｻﾝﾄﾈｰﾙ大浜(延床0.2万㎡)」を都ｴﾝﾀｰﾌﾞﾗｲｽﾞから6億円で取得。

14.3 ・ｽﾀｰﾂｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝが、中央区日本橋の「川崎定徳本館(延床1万㎡)」を正栄汽船から取得。

14.3 ・住友不動産が、千代田区麹町の「麹町住宅(延床0.5万㎡)」を財務省が実施した一般競争入札でおよそ145.2億円で落札。

14.3 ・ｾﾝﾀｰﾎﾟｲﾝﾄ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄが、兵庫県尼崎市の「ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ第5工場(延床27万㎡)」をﾊﾟﾅｿﾆｯｸから20億円で取得。物流施設改修計画。

14.3 ・大和証券ﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ・ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ投資法人が、大阪市西区の「立売堀ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ(延床0.5万㎡)」を合同会社DSB-1から取得。

14.3 ＊ ・常和不動産が、台東区上野の「上野鈴乃屋本店ﾋﾞﾙ(延床1万㎡)」を三井不動産のSPCから107億円で取得。

14.3 ・東京海上不動産投資顧問のSPCが、港区東新橋の「ｻﾝﾏﾘｰﾉ汐留(延床0.8万㎡)」の区分所有権等を丸運から約25億円で取得。

14.3 ・ﾋｭｰﾘｯｸが、中央区銀座3丁目の「銀座ｸﾞﾗﾝﾃﾞｨｱﾋﾞﾙⅡ(延床0.1万㎡)｣を三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽから取得。富裕層に売却する方針。

14.3 ・ﾋｭｰﾘｯｸが、横浜市鶴見区の「ﾂﾙﾐﾌｰｶﾞ1(延床1.4万㎡)」を取得。

14.3 ・仏AXA REIMと三井住友ﾄﾗｽﾄ不動産投資顧問が、千代田区麹町の「CTS麹町ﾋﾞﾙ(延床0.3万㎡)」をいちごｸﾞﾙｰﾌﾟHDのSPCから取得。

14.3 ＊ ・香港のｶﾞｳ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞが、大阪市住之江区の「ﾊｲｱｯﾄﾘｰｼﾞｪﾝｼｰ大阪(延床7.6万㎡)」を大林組の子会社から取得。

14.3 ・三井物産ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが、千葉市稲毛区の「千葉北物流ｾﾝﾀｰ(延床2.6万㎡)」を三菱商事一部出資のSPCから取得。

14.3 ・三井物産ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのSPCが、神奈川県座間市の「座間物流ｾﾝﾀｰ(延床0.9万㎡)」を伊藤忠食品から取得。

14.3 ＊ ・三菱商事のSPCが、渋谷区神宮前の「ｴｽﾎﾟﾜｰﾙ表参道(延床0.7万㎡)」をｵﾘｯｸｽ等が出資するSPCから352億円で取得。

14.3 ＊ ・ﾒｯﾄﾗｲﾌｱﾘｺ生命保険が、中央区銀座の「中央大和ﾋﾞﾙ跡地(0.1万㎡)」を大和自動車交通から60億円で取得。ﾀﾞｲﾜﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙを建設中。

14.4 ・ｵﾘｯｸｽ不動産が、黒部峡谷の「宇奈月ﾆｭｰｵｰﾀﾆﾎﾃﾙ(延床1.3万㎡)」をﾆｭｰｵｰﾀﾆﾘｿﾞｰﾄから取得。ﾎﾃﾙ運営権も取得し、ﾎﾃﾙを運営していく。

14.4 ＊ ・住友不動産が、品川区北品川の「NSﾋﾞﾙ・ｿﾆ4号館(延床1.8万㎡)」をｿﾆｰから161億円で取得。

14.4 ＊ ・住友不動産が、品川区東五反田の「ｿﾆｰ5号館(延床1.4万㎡)」をｿﾆｰから70億円で取得。

（注）＊は、売買額が50億円以上と判明している取引

（出所）日経BP社「日経不動産マーケット情報」等をもとにニッセイ基礎研究所が作成  

 

（ご注意）本稿記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありませ

ん。また、本稿は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもあり

ません。 


